
1 背背景景おおよよびび目目的的 
近年，世界各地で気候変動に起因する自然災害の発

生頻度が増加傾向にある．我が国においては地理的特
性として地震の発生が多いが，それに加え，気候変動
による強い雨や大雪の発生，大型台風の直撃など，自
然災害の発生が増えている． 
我が国では，災害発生の恐れがある場合または災害

発生時には避難勧告等が発令され，人々は指定緊急避
難場所に避難する．その後，自宅の安全確認を行い居
住不可能と判断された場合には指定避難所において一
定期間避難生活を送ることとなる．大規模災害が発生
した際には，効率よく迅速な支援政策を策定する上で，
これら避難所や医療機関，介護施設などが必要とする
支援の需要を地域別，施設ごとに推計することが重要
となる．そこで本硏究では，既存統計を用いて災害時
に避難者に必要となる様々な支援のリソースを推計す
る方法を検討した．  

2 方方法法 
避難者への支援を効率よく行うためには，避難者の

性，年齢，健康状態，居所などの情報を考慮すること
が肝要であるが，現実の個人データとしての個票は個
人情報保護の観点から公開されていない．そのため，
これに代替するものとして，原田ら1)が作成した人口
統計のコホートデータに統計的に合致する地域別の仮
想個票を用いた．本研究ではこの仮想個票に対し，別
途，厚生労働統計などの諸統計を用いて按分計算を行
った疾病情報や要介護状態などの属性情報を追加した
２次仮想個票を作成し，必要支援の需要推計を検討し
た．なお，2次仮想個票作成にあたっては，政令指定都
市の中で最も人口が少なく，高齢化率が全国平均であ
る静岡県浜松市を事例として作成した． 

3 結結果果 

Fig. 1 に示すような流れで，原田らの作成した仮想
個票を元に，災害時避難者支援のための資源需要推計
を行うための 2 次仮想個票を作成した．この 2 次仮想
個票の作成により，様々な被害シナリオの下で何人程
度の人がどの避難所に行き，どのような支援を必要と
するか，現在のメタデータ化された個票ではできない
需要推計を実現することができた．また，どの様な個

票が存在すれば効率よく迅速な支援政策の策定を行う
ための資源需要推計が行えるのか，議論を整理するこ
とができた． 

Fig. 1: 2 次仮想個票作成の流れ 

4 考考察察 

厚生労働統計など既存の政府統計の多くは，都道府
県ならびに政令指定都市単位で統計データを公開して
いる．本研究で検討した手法を用いることにより，自
治体単位で，避難者個人の属性に配慮した需要予測結
果に基づく備蓄管理が可能となる．その一方で，難病
患者が必要とする医薬品，医療機器や，在宅療養者へ
の支援など，より精緻な需要推計を行うためには，本
研究で用いた既存統計の他に，自治体の持つ各種統計
データを活用することが期待される． 
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概概要要－－  災害時において，避難所や介護施設などが必要とする支援の需要を地域別，施設ごとに推
計することは，大規模災害時における支援政策を策定する上で重要となる．そこで，本研究では災
害時に避難者が必要とする様々な支援を推計する方法を検討した．静岡県浜松市を事例に，人口統
計のコホートデータに統計的に合致する地域別の仮想個票に対し，別途，厚生労働統計などの諸統
計を用いて按分計算を行った疾病情報などの属性情報を追加し，発災後，様々なシナリオの下で何
人程度の人がどの避難所に避難し，どのような支援を必要とするか，具体的に検討した．これによ
り，効率的で迅速な支援施策の策定を行うための資源需要推計について，また，今後望まれる需要
推計の改良について整理できた． 
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